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本稿は，知的財産権が有する排他性を利用することによって，新たな価値の創造のための仲間作り

ができるという，一見矛盾しているかのようなことができることを示そうとするものである。そのた

めにまず，イノベーション促進のツールとして価値共創やオープンイノベーションが拡大していく中，

知的財産の重要性が高まっていることと相まって，知的財産権が果たす役割が変容せざるを得なくな

っていることを示す。続いて，価値共創が行われる「場」に集う主体の関係性として，「対等」又は「平

等」な関係が求められることを明らかにし，その「場」の構築や維持の場面において，知的財産権の排

他性が利用できることを紐解く。さらに，知的財産権の排他性を利用した「場」の具体例を示したうえ

で，知的財産権の排他性を協調・共創領域と競争領域とで使い分けることにより，価値共創の仲間作

りとビジネスや投資の回収とを両立することができることを示す。加えて，スタートアップにおける

知的財産権の活用形態を例に，知的財産権の排他性が共創に効くのか独占に効くのかが相対的である

ことも示す。その上で，価値共創が行われる「場」で知的財産権の排他性を利用する前提して重要とな

る理念・契約等といった無形資産の存在を明らかにし，知的財産権の新たな変容の予感について触れ

る。最後に，価値共創やオープンイノベーションの深化により知的財産権を相互に利用する場面が増

えてくるであろうことを理由として，知的財産権の有する排他性の強さを一律に制限しようという試

みに対しては慎重な対応が求められることに言及し，排他性が仲間作りの場面と独占の場面とでバラ

ンスよく利用されることへの期待を示す。 

 
 

1．はじめに 

経営戦略と知財戦略との一体化の必要性が唱

えられるようになって以降，それを実践してい

る企業が増えてきている一方で，経営層と知財

部門との対話が十分にできず，企業の価値創造
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メカニズムの中に知的財産を上手く取り込めて

いない企業が存在するのも事実である。その背

景の一つとして，知的財産を扱った経験のない

経営者等が，知的財産権に対する第一印象とし

て想起される排他性から，知的財産権を「守り」

のためのツールとして認識していることがある
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ように思われる1）。実際，知財を経営に活かす知

財経営を実践している経営者の中にも，過去を

振り返って，そのような認識であった旨の言及

をしている者が見られる。 

また，新型コロナウイルス感染症の感染予防

を目的に，メッセンジャーRNA（mRNA）技術

を用いてワクチンが開発された際には，その増

産が知的財産権の有する排他性によって妨げら

れているのではないかといった議論も生じてい

た2）。 

本稿は，近年イノベーション促進のための手

段としてその必要性が叫ばれるとともに，実践

もされ始めている価値共創の場面において，知

的財産権が有する排他性が障害とのなるのでな

く，むしろその存在によって，新たな価値の共

創が実現できるようになることを示そうとする

ものである。 

なお，本稿に記載の事項は，筆者個人の見解

であって，筆者の所属組織の見解を示すもので

はない。 

 

2．デジタル化に伴う価値共創の必要性 

今世紀に入ってモノやサービスが溢れるよう

になり，経済の主導権が供給側から需要側へと

移行するとともに，需要側のニーズやウォンツ

がますます高度化・複雑化している。その結果，

ある程度の規模の需要者から共感を得るような

新たなモノやサービスを提供しようとする場合，

一つの主体で必要な資源を全て準備し，それら

を組み合わせることでこれに応えるということ

が困難になってきている3）。 

また，デジタル化により摺り合わせが不要と

なった結果，製品システムがモジュール化され，

モジュール間はオープンなインターフェイスで

結合されるようになった。その結果，産業構造

は垂直統合型からレイヤー型へと変化し，各レ

イヤーはオープンな企業間ネットワークにより

結合され，イノベーションもこうしたネットワ

ークを基盤として行われるようになってきてい

る。これが「オープンイノベーション」と称さ

れているものであろう4），5）。 

新たな価値の創造を登山に例えるならば，あ

らゆるものがアナログ処理されていた前世紀で

は，摺り合わせの困難性から登頂に必要な装備

品や知見（これらが「知的財産」に相当）を一

人で準備した方が良く，標高の高過ぎる山は当

初からアタックの対象外とされていた。その結

果，山の麓から頂上に何があるのかが見え，登

山経路も大凡の察しが付いていた。 

一方，デジタル化が進展した今世紀では，標

高の低い山々は既に登頂され尽くされているだ

けでなく，制覇されていない山頂にある見たこ

ともない景色やモノへの人々の期待も高まって

いる。さらに，摺り合わせの困難性から解放さ

れ，複数の装備品や知見を簡単に組み合わせら

れるようになったことも相まって，未制覇の高

い山がターゲットとして選ばれるようになって

いる。その結果，麓から頂上が見えないことが

増え，整備のされていない登山道を辿ることが

求められるようになってきている。言い方を変

えると，入山の前提として，自らが保有する装

備品や知見（知的財産）のみならず，他者が保

有する装備品や知見（知的財産）の持ち込みが

必要となっているのである（図 1）。しかも，登

山に当たっては，経済面からの合理性のみなら

ず，ESG（Environment, Social, Governance）への

配慮までも求められるような時代になってきて

いる6）。 
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図 1 登山に例えた価値創造プロセスの模式図 

 

こうした社会の変化を受け，新たな価値の創

造・提供の場面において，単独ではなく複数の

主体が資源を持ち寄り，各主体の協働によって

価値を創出する価値共創が必要となっている。

実際，実質的なオープンイノベーションの実践

の必要性が謳われ7），「フューチャーセンター

（Future Center）」，「イノベーションセンター

（Innovation Center）」及び「リビングラボ（Living 

Lab）」と称されるような「場」での共創も行わ

れている8）。 

 

3．知的財産権が果たす役割の変容

の必然性 

近年，企業価値に占める無形資産の割合は国

内外を問わず増加傾向にあり（図 2），無形資産

の中において，知的財産及び知的財産権は人的

資本と並んで重要な地位を占めるものである。

こうした状況を受け，ビジネスにおいて知的財

産が果たす役割を設計・評価するためのフレー

ムワークである「経営デザインシート」を活用

して，「関心企業の知的財産権の状況やその活用

などについて評価・分析」することを推奨する

識者も見られるようになった9）。また，上場企業

が守るべき企業統治に関する行動規範である

「コーポレートガバナンス・コード」が改訂さ

れ，「人的資本・知的財産への投資等の重要性に

鑑み，これらをはじめとする経営資源の配分や，

事業ポートフォリオに関する戦略の実行が，企

業の持続的な成長に資するよう，実効的に監督

を行うべきである。」とする補充原則が追加され

た10）。 

 

 

図 2 企業価値に占める無形資産の割合 11） 
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この知的財産及び知的財産権の中で最もポピ

ュラーな産業財産権（「工業所有権」とも称され

る）について，少し古い書籍には「工業所有権

は，発明，考案，意匠および商標等の無体財産

を独占的に利用しうる排他的権利であって，所

有権と類似の性質を有する。」といった説明がな

されているものもあった12）。つまり，特許権の

主たる役割は，他者に特許発明を使わせないよ

うにし，その使用を自らに独占させることにあ

った。しかし，複数の主体が各自の強みを持ち

寄って協働する価値共創の現場で，ある主体が

共創に必要となる資源を「使わせない」などと

言っていては，新たな価値の創造は覚束ない。

そうかと言って，知的財産権の根拠となる法令

を廃止し，創造された知的財産の全てをパブリ

ック・ドメインにしてしまっては，知的財産制

度の趣旨である知的創作活動を奨励する機能ま

でも失われてしまう。 

この両極端な独占と開放とのバランスを取る

べく，知的財産の重要性が高まっていることと

相まって，知的財産権が果たす役割が，従前の

ものから変容せざるを得なくなってきたのでは

ないか。特に，複数の主体に分かれて保有され

る知的財産権を活用しなければ，新たな価値の

創造又は製品若しくはサービスの提供ができな

い場面では，その傾向が顕著とならざるを得な

いように思われる。実際，「オープンイノベーシ

ョンの下では，知的財産権の排他権としての側

面よりも，取引可能な財産権としての側面が重

視される」とする論説も見られる13）。 

 

4．価値共創の「場」で求められる環境 

価値共創は，複数の主体がリアル又はバーチ

ャルに集う「場」において行われる。では，そ

のような「場」には，どのような環境が求めら

れるのであろうか。 

大変興味深いことに，全く異なる目的のため

に異なる省庁の下で作成された報告書等14），15），

16）に，このような「場」で求められる環境とし

て共通して登場する単語がある。それは，場に

集う主体の「対等」な関係（立場）である。特

に厚生労働省の報告書において，発注者と受注

者との関係においてさえも，「対等」な立場とな

ることが必要としていることが目を引く（表 1）。

表 1 価値共創の「場」で求められる環境についての政府報告書等での記載 

経済産業省 14） 
 そもそもアライアンスは，Win-Win でないと成果が期待できない。 
 リソース・強みを異にすることを理解し，対等な関係にあることを認め（る） 

文化庁，九州大学 15） 

 ……「あそび」の要素を取り入れることができるスキマが設けられているか。 
 参加者が対等な関係の中で，……自由に表現できるようになっているか。 
 言語・非言語の対話が大切にされ，……ているか。 

厚生労働省 16） 

「SoE（DX のためのシステム）のシステム開発では発注者・受注者が一体とな

って新たな顧客経験の提供を実現します。これは，SoR（既存業務を担うシステ

ム）のように受注者側が開発を請け負う体制では成り立たないため，発注者・

受注者が対等な立場となるように人材と体制の整備を進めていかなければなり

ません。」 
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また，人々が集う組織において，「幸せな組織」

には 4 つの普遍的特徴があるとする研究結果も

ある17）。「幸せ」というと少し宗教的な印象を持

たれるかもしれないが，この研究ではウェアラ

ブル端末の計測データを組み合わせることによ

って，これら 4 つの特徴を定量的に把握してい

る。この 4 つの特徴の中の一つに，「イコール

（Equal）＝平等 発言権が平等である」という

ものがある。 

このように価値共創の「場」では，そこに集

う主体の関係性として，「対等」又は「平等」で

あることがキーワードになりそうである。 

 

5．「場」の構築・維持手段としての知

的財産権 

価値共創の「場」で必要となる「対等」又は

「平等」な関係を実現するに当たり，知的財産

権の排他性が大きな役割を果たすと言うと不思

議に感じられるかもしれない。しかし，この排

他性の強さは，権利者の組織，設備，資本の大

小によらず同じであることから，対等な関係の

実現を約束してくれるパートナーに対しては自

らが保有する知的財産権の利用を認め，そうで

ない者に対しては利用を認めないという行動を

採ることが可能となる。これにより，当該知的

財産権を利用して新たな価値の創造を欲する者

は，対等な関係を実現する方向に誘導される。

その結果，価値共創に必要な環境が整った「場」

を構築できるようになる。 

また，「場」は構築するだけでは不十分で，そ

れを維持し続けることも必要である。対等な関

係を含む「場」で適用されるルールが破られる

ことを予防したり，破られた場合に対抗措置を

講じたりする際にも，知的財産権の排他性が機

能する。差止請求権の行使等によって，新たな

価値の創造に貢献してきていた知的財産権の利

用ができなくなることを恐れる者は，対等な関

係の保持を含めルールを遵守する方向に誘導さ

れる。その結果，価値共創に必要な環境が整っ

た「場」を維持できるようになる。 

つまり，知的財産権の機能としての排他性を

否定するのではなく，その使い方を工夫するこ

とで，複数の主体で複数の知的財産権やその他

の資源を相互に利活用し，新たな創作に結び付

けられるようにしているのである。換言すれば，

知的財産権の排他性を利用して，新たな価値の

創造のための仲間作りをするという，一見矛盾

しているかのように思えることが行えるのであ

る。 

翻って，我が国における特許権の活用状況を

見るに，2003～2005 年を優先権主張日とする欧

州特許庁への出願 8,144 件を対象に 2009～2011

年に実施された調査の結果18）によると，我が国

は欧米との対比でライセンスされた特許権の割

合は低かった（日：3.5%，米：10.5%，欧：6.4%）。

また，特許権に基づいてスタートアップ企業が

設立された割合はさらに低かった（日：0.8%，

米：6.2%，欧：4.5%）。知的財産を活用した仲間

作りについて，我が国はまだ伸び代がある状況

と言えるのではなかろうか。 

 

6．排他性を利用した「場」の具体例 

「場」の構築と維持の手段として，知的財産

権の排他性を利用している事例は既に存在する。

特に規模が大きな「場」としては，例えば，ク

リエイティブ・コモンズや一部のパテントプー

ルがある。 
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（1）クリエイティブ・コモンズ 

クリエイティブ・コモンズは，著作物の原作

者が求めるクレジット（氏名や作品タイトルな

ど）の表示などといった条件に同意してくれる

者に対して著作物の利用を予め認めることで，

著作権者に対して一々利用許諾を得ることなく，

相互に著作物を利用し合えるようにする仕組み

である19）。この仕組みにおいて重要なことは，

原作者は著作権を放棄しているわけではないと

いうことである。 

この仕組みの下では，原作者が示す条件への

同意プロセスを通じて，著作物を相互に利用す

る「場」の環境が整えられている。また，原作

者が求める条件に従わずに著作物が利用された

場合には，著作物の利用の差止めや損害賠償の

請求など，著作権法に基づく救済を原作者が求

めることができるようになっている20）。これに

より，「場」の環境が維持されている。 

 

（2）パテントプール 

パテントプールは，「ある技術に権利を有する

複数の者が，それぞれが有する権利又は当該権

利についてライセンスをする権利を一定の企業

体や組織体（その組織の形態には様々なものが

あり，また，その組織を新たに設立する場合や

既存の組織が利用される場合があり得る。）に集

中し，当該企業体や組織体を通じてパテントプ

ールの構成員等が必要なライセンスを受ける」

仕組みである21）。 

このようなパテントプールの一種と考えられ，

かつて環境問題の解決に貢献する特許権を集約

していたエコ・パテントコモンズでは，環境保

全に資する特許を誰もが無償で活用することが

できる「コモンズ」に提供するという理念への

賛同プロセスを通じて，特許権を相互に利用す

る「場」の環境が整えられていた22）。また，こ

の活動の理念である環境保全と整合しない態様

で特許発明を実施された場合や，構成員に対し

て特許やその他の知的財産を用いて攻撃が仕掛

けられた場合に対して，権利不行使宣言が適用

されないとすることにより，「場」の環境が維持

されていた。 

 

7．知的財産権の開放と独占のバランス 

6．欄に記載したような具体例を挙げると，

「知的財産権は開放しなければならないのか」，

「開放してしまってはビジネスにならないでは

ないか」，という疑問が生じるかもしれない。 

ここで重要となるのが，「オープン・クローズ

戦略」と称されるものである。オープン・クロ

ーズ戦略の詳細については他著23）に譲るが，同

戦略に基づいて設定した協調・共創領域では，

無償又は合理的なライセンス料（クロスライセ

ンスも含む）によって自社の知的財産権を開放

して価値の共創（オープンイノベーション）を

行い，その周辺の競争領域では，自社やグルー

プ内のみでその使用を独占する，或いは，相当

の対価を得て知的財産権を他者に独占的に使わ

せるということを行うことで，仲間作りとビジ

ネスや投資の回収とを両立するのである。すな

わち，知的財産権の排他性を，協調・共創領域

と競争領域とで使い分けることになる。価値共

創が必要になったからと言って，従来型の知的

財産権の排他性の活用や，それを行うための前

提となる自前での知的財産の創出（クローズド

イノベーション）をないがしろにしてはいけな

い。 

また，価値共創のために知的財産権を他者に

ライセンスすることによる影響についても考慮
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しておくことが必要である。ライセンス・アウ

ト活動を取引金額ベースで分析した場合，ライ

センス・アウトは，売上高や売上高ベースのマ

ーケットシェアには正の影響を及ぼすものの，

ライセンシーの参入がもたらす競争圧力の増大

によって営業利益には負の影響を及ぼし，特に

グループ外へライセンス・アウトする場合に利

益消散効果が示唆されるとする実証研究の結果

も存在する24）。 

 

8．スタートアップも利用できる排他性 

近年，社会的課題を成長のエンジンに転換し

て，持続可能な経済社会を実現する主体として，

スタートアップが注目されている25）。事業会社

の中にも，本業との相乗効果を期待してコーポ

レート・ベンチャー・キャピタル（CVC）を設

立し，スタートアップへの出資や支援を行う動

きが見られる。 

このスタートップでは，知的財産は数少ない

保有資産の一つとなる。スタートアップに対し

て知的財産の活用による直接的・間接的効果を

複数回答形式で尋ねたところ，「競合企業の参入

阻止」よりも，「資金調達への貢献」，「業務提携

等への寄与」を挙げる企業が多くなっており，

その傾向は会社設立から間もないシード

（Seed）・アーリー（Early）期の企業の方が顕著

である（図 3）。また，特許を出願することや，

その出願が特許査定を受けることによって，ス

タートアップのベンチャー・キャピタル（VC）

からの資金獲得確率が高まり，早期に資金調達

ができるようになることを示す実証研究の結果

も存在する26）。この研究によれば，コンピュー

タ産業では相対的に特許出願の効果が強く，バ

 

 

図 3 知的財産の活用等による効果 27） 
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イオ・医療産業では相対的に特許査定の効果が

強いことが確認されたとしている。 

上記の効果のうち，「業務提携等への寄与」に

ついては，5．欄で説明した知的財産権の排他性

を利用した結果であろう。 

では，「資金調達への貢献」についてはどうで

あろうか。シード・アーリー期のスタートアッ

プの多くは，VC から資金調達を行う。この VC

がある企業への投資を決定するということは，

「その領域における事実上の勝者として，その

企業を実質的に承認すること」になり，「VC は

その領域の直接の競争相手に投資できなくなる」

とされている28）。したがって，VC は投資先スタ

ートアップが生み出す価値の源泉となるコアの

知的財産を，投資先スタートアップと同じビジ

ネス領域で活動できる他の企業が利用できるよ

うになることは許容できない。VC からスター

トアップに対して「特許権を持っているのか？」，

「独占的実施権を得ているのか？」といった問

いかけがなされるのには，そういった事情があ

る。したがって，スタートアップエコシステム

という「場」におけるビジネスの実施主体と資

金提供者との間の共創の場面でも，知的財産権

の排他性が効果的に働いていると言える。但し，

この場合の排他性の使い方は，同じビジネス領

域で活動できる他の企業との関係では従来のも

のにより近いとも言え，排他性が共創に効くの

か独占に効くのかは，絶対的なものではなく相

対的なものと言えよう。 

 

9．知的財産権の役割のさらなる変容

の予感 

価値共創の「場」の構築や維持において，知

的財産権の排他性を利用する前提として重要と

なるものが存在する。それは，本稿においても

これまでに一部登場していたが，理念，ビジョ

ン，ストーリー及び世界観といったものや，ル

ール及び契約といったもの（以下，これらをま

とめて「理念・契約等」という。）である。 

まず，「場」の構築のためには，その場に集お

う又は資源を持ち寄ろうと思わせる契機となり，

多くの人々の共感が得られ，巻き込まれてもよ

いと思わせるような理念，ビジョン，ストーリ

ー及び世界観といったものが必要となる。この

ような理念等は，集った仲間が同じ方向に進む

ために必要となる北極星や旗印のような役割を

果たすことになり，オープンなインターフェイ

スを有するモジュール同士を，有機的に組み合

わせていく上でも不可欠なものである。また，

このような理念等は，価値共創の過程で進路の

選択に迷った場合の道標となるだけではなく，

集った仲間が誰からの指示がなくとも同じ方向

に向かって自律的に前進できるようになるため

の目標にもなり，効率的・効果的な価値の創造

に結びつく。 

つぎに，「場」の維持に効力を発揮するのが，

知的財産権の排他性の利用の仕方を含めその

「場」で適用されるルールや，そのルールを法

的に裏付けることになる契約といったものであ

る。「場」には個性があることから，ルール等も

その個性に合わせたものとしなければならない。

実際，特許庁がオープンイノベーションを促進

する観点から作成・公表しているモデル契約書

においても，「モデル契約書は，……『想定シー

ン』の設定があるが故に，各条文において具体

度の高い実践的な考え方の解説が可能となって

います。反面，実際には前提条件が異なる様々

なケースがあり，それらのケースではモデル契

約書が必ずしも最適な契約内容とならない可能



 
 論   文  

 

 特許研究  PATENT STUDIES  No.76  2023／9 47 

性もある点には，十分ご留意いただきたい」と

している29）。また，この契約の内容も，当事者

の間で共感を得るところにまでは至らなくても，

少なくとも個々の「場」に即した納得感のある

ものであることが求められる。 

上記のように見てくると，理念・契約等自体

が無形資産又は知的財産であり，これらを起草・

デザインできる人材の人的資本として重要性が

今後一層高まって来ると言えるのではないか。

しかしながら，こうした理念・契約等は，表現

としてのそれは著作権や著作者人格権により保

護されるものの，共感や納得感の基となった思

想自体を保護する仕組みは存在しない。今後，

価値共創が一層進展し，共感や納得感の得られ

る理念・契約等の価値が増していくのだとする

と，広まって人の心を揺さぶることが期待され

るものに排他性や行為規制を認めるということ

は観念しにくいことから，これらに人格権的な

ものを付与して，新たな理念・契約等の創出の

ためのインセンティブとするということも考え

られるのではなかろうか。ここでも，知的財産

権の役割の更なる変容の予感がする。 

 

10．おわりに 

ここまで，価値創造プロセスの変化などを受

けて知的財産権の果たす役割が変容し，知的財

産権の機能としての排他性の利用のされ方も工

夫され，これを新たな価値の創造のための仲間

作りのために利用するという，一見矛盾してい

るかのように思えることが行われるようになっ

ていることを説明してきた。 

勿論，排他性が独占を実現するためにも利用

できることに変わりはなく，排他性を共創と独

占の何れを実現すために利用するのかが，知的

財産戦略の要諦となってきている。そして，い

わゆる「攻めの知財」とは，このような排他性

の使い分けを能動的に行って，ビジネスの自由

度を高めたり，新たに生み出される価値を最大

化したりするために採用される知的財産戦略の

ことを指すのであろう。 

一方で，排他性の乱用を懸念する声があるの

も事実である。しかし，知的財産に関する補充

原則が追加されたコーポレートガバナンス・コ

ードが「長期的に価値を創出し，持続可能性や

社会的責任などの社会問題に貢献する健全かつ

安定的な成功企業」を目指すものであることや，

我が国が規範から逸脱することに対して厳しい

「タイトな文化の環境」を有すること，そして，

そのことがアクティビストと呼ばれる海外投資

家の我が国での行動さえ変容させたこと30）を考

慮すれば，少なくとも我が国企業が関与する価

値共創の「場」で，排他性が乱用されることは

想定しにくいのではなかろうか。 

こうして見てくると，知的財産権の保有者が

当該知的財産権を他者が利用することを容認し

ているような場合を除き，価値共創やオープン

イノベーションの深化により知的財産権を相互

に利用する場面が増えてくるであろうことを理

由として，知的財産権の有する排他性の強さを

一律に制限しようという試みに対しては，より

慎重な対応が求められように思われる。 

企業価値に占める無形資産の割合が増大して

いく中，我が国において知的財産権の排他性が

仲間作りの場面と独占の場面とでバランスよく

利用され，知的財産権が新たな価値の創造に一

層貢献するものとなることを期待して，本稿を

締めくくりたい。
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